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厚生労働省大臣官房国際課 



経済連携協定（EPA）とは

「経済連携協定」(ＥＰＡ：Economic Partnership Agreement)は、WTO(世界貿易機関)と中心とした多国間
の貿易自由化を補完するため 国や地域を限定し 関税等の貿易障壁を撤廃する とにより ノの貿易自由化を補完するため、国や地域を限定して、関税等の貿易障壁を撤廃することにより、モノ・ヒ
ト・カネ・サービスの移動を促進させようとするもの。
一般的には、「自由貿易協定」(ＦＴＡ：Free Trade Agreement) の呼称が使用されているが、日本におい

ては、いわゆる自由貿易協定（物品やサービスの貿易障壁の削減・撤廃を目的とする）の要素に加え、投資、
人の移動 知的財産保護 協力等の広範な分野を対象としていることから 協定の名称は「経済連携協定」

ＥＰＡ

人の移動、知的財産保護、協力等の広範な分野を対象としていることから、協定の名称は「経済連携協定」
(EPA)を用いている。
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（参考）日・フィリピン経済連携協定の構成（１６５条からなる本文と８の附属書により構成。和文で７２１ページ）

第１章 総則 第８章 投資
第２章 物品の貿易 第９章 自然人の移動
第３章 原産地規則 第１０章 知的財産
第４章 税関手続 第１１章 政府調達第４章 税関手続 第１１章 政府調達
第５章 貿易取引文書の電子化 第１２章 競争
第６章 相互承認 第１３章 ビジネス環境の整備
第７章 サービスの貿易 第１４章 協力 （以下略）



・経済連携協定に基づくインドネシア人看護師・介護福祉士候補者等の受入れは、原則として外国人の
就労が認められていない分野において、経済活動の連携の強化の観点から、二国間の協定に基づき、
公的な枠組みで特例的に行うものである。

（看護・介護分野の労働力不足への対応ではなく、国内労働市場への影響を考慮して受入れ最大人数を設定。）

平成２３年度 経済連携協定に基づくインドネシア人候補者の受入れについて
趣旨・目的等

・候補者の受入れを適正に実施する観点から、我が国においては国際厚生事業団（JICWELS）が唯一の
あっせん機関として位置づけられ、これ以外の職業紹介事業者や労働者派遣事業者にあっせんを依頼
することはできない。

平成20年７月１日 協定発効
平成20年度は208人（看護104人、介護104人）、平成21年度は362人（看護173人、介護189人）、
平成22年度は116人（看護39人 介護77人）が入国

経緯・予定

看護師コース
（在留期間は最大３年間）

介護福祉士コース
（在留期間は最大４年間）

「高等教育機関（３年以上）卒業
＋インドネシア政府による介護士の認定」

インドネシアの看護師

平成22年度は116人（看護39人、介護77人）が入国。
平成23年度の受入れ最大人数は500人（看護200人、介護300人）

＋インドネシア政府による介護士の認定」
又は「インドネシアの看護学校卒業者」

＋２年間の実務経験

JICWELS のあっせんによる雇用契約の締結

一定の日本語能力を
有すると認められる者※

JICWELS のあっせんによる雇用契約の締結

一定の日本語能力を
有すると認められる者※

看護導入研修

介護施設で雇用契約に基づき就労・研修
（３年以上）

病院で雇用契約に基づき就労・研修
・看護補助業務に従事

６か月間の日本語研修

介護導入研修

６か月間の日本語研修

（３年以上）
・介護の専門知識及び技術の習得
・日本語の継続学習

看護師国家試験の受験（３回まで） 介護福祉士国家試験の受験（１回）

・看護補助業務に従事
・看護の専門知識及び技術の習得
・日本語の継続学習

不合格（資格不取得）合格（資格取得） 不合格（資格不取得）合格（資格取得）

帰国

（短期滞在）

看護師国家試験
の受験

帰国

（短期滞在）

介護福祉士国家試験
の受験

合格（資格取得）

看護師として就労
（在留期間３年間まで、上限なく更新可能）

合格（資格取得）

介護福祉士として就労
（在留期間３年間まで、上限なく更新可能）

※ 日本語能力試験N２（旧２級）程度の日本語能力がある場合（累計６名（看護０名、介護６名））



平成２３年度 経済連携協定に基づくフィリピン人候補者の受入れについて

趣旨・目的等

・経済連携協定に基づくフィリピン人看護師・介護福祉士候補者等の受入れは、原則として外国人の就
労が認められていない分野において、経済活動の連携の強化の観点から、二国間の協定に基づき、公
的な枠組みで特例的に行うものである。

（看護・介護分野の労働力不足への対応ではなく、国内労働市場への影響を考慮して受入れ最大人数を設定。）

平成20年12月11日 協定発効
平成21年度は310人（看護93人、介護217人（就労190人、就学27人））、
平成22年度は128人（看護46人 介護82人(就労72人 就学10人）が入国

経緯・予定

・候補者の受入れを適正に実施する観点から、我が国においては国際厚生事業団（JICWELS）が唯一の
あっせん機関として位置づけられ、これ以外の職業紹介事業者や労働者派遣事業者にあっせんを依頼
することはできない。

看護師コース
（在留期間は最大３年間）

介護福祉士コース

就労コース
（在留期間は最大４年間）

就学コース
（在留期間は養成課程修了まで）

平成22年度は128人（看護46人、介護82人(就労72人、就学10人）が入国。
平成23年度の受入れ最大人数は500人（看護200人、介護300人（就労250人、就学50人））

「４年制大学卒業＋フィリピン
政府による介護士の認定」又は
「フィリピンの看護学校卒業」

フィリピンの看護師
＋３年間の実務経験 ４年制大学卒業

一定の日本語能力を
有すると認められる者※

JICWELSの紹介によるJICWELSのあっせんによる

一定の日本語能力を
有すると認められる者※

一定の日本語能力を
有すると認められる者※

JICWELSのあっせんによる

看護導入研修

雇用契約に基づき就労・研修
看護補助業務に従事

日本語研修

介護導入研修

雇用契約に基づき就労・研修
（ 年以上）

日本語研修

養成校で就学
介護 専門知識及び技術 習得

日本語研修

入学許可書の署名雇用契約の締結 雇用契約の締結

看護師国家試験の受験（３回まで）

・看護補助業務に従事
・看護の専門知識及び技術の習得
・日本語の継続学習

不合格
（資格不取得）

合格
（資格取得）

介護福祉士国家試験の受験（１回）

（３年以上）
・介護の専門知識及び技術の習得
・日本語の継続学習

不合格
（資格不取得）

合格
（資格取得）

・介護の専門知識及び技術の習得
・日本語の継続学習

介護福祉士養成課程の修了
（資格取得）

帰国

（短期滞在）

国家試験
の受験

（資格不取得）（資格取得）

帰国

（短期滞在）

国家試験
の受験

（資格不取得）（資格取得） （資格取得）

合格
（資格取得）

看護師として就労
（在留期間３年間まで、

上限なく更新可能）

介護福祉士として就労
（在留期間３年間まで、

上限なく更新可能）

合格
（資格取得）

介護福祉士として就労
（在留期間３年間まで、

上限なく更新可能）

※ 日本語能力試験N２（旧２級）程度の日本語能力がある場合（累計１２名（看護０名、介護１２名））



国際協力の推進について

我が国の国際協力において、保健医療、福祉、上水道等の厚生労働分野における

協力は、政府開発援助大綱に掲げられた主要な課題として、また、国連ミレニアム開発

目標とも密接に関係するなど、その重要性が増しています。

このため、厚生労働省では、開発途上国の人づくりへの支援の一環として、独立行政

法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）等と協力し、以下の諸施策を推進しています。

１．アジア諸国を中心とした行政官研修

アジア諸国等から要望の高い分野について行政官等に対する研修事業を実施し、

企画・立案に携わる中核を担う人材育成のニーズに応えています。

（地方公共団体との関係）

都道府県、政令指定都市、中核市の皆様方には、社会福祉行政研修、薬事行政

研修、感染症対策行政研修等７分野において、業務の紹介・意見交換・視察などに

協力をいただいているところ、引き続きご協力をお願いいたします。

２．技術協力プロジェクト

我が国が開発途上国に対して行う技術協力として、ＪＩＣＡにより、様々な二国間技

術協力プロジェクトが実施されています。

（地方公共団体との関係）

地方公共団体におかれては、水道分野等の技術協力プロジェクトについて、従来

より専門家の派遣等に協力をいただいているところ、引き続きご協力をお願いいたし

ます。

３．ASEAN・日本社会保障ハイレベル会合

厚生労働省においては、社会福祉及び保健医療の分野における人材育成の強化

及び日本とASEAN各国の協力関係の強化を目的として、２００３年から、ASEAN１０カ国

の社会福祉と保健医療政策を担当する行政官（局長級及び課長級）を招聘し、ASEAN・

日本社会保障ハイレベル会合を開催しています。

（地方公共団体との関係）

都道府県、政令指定都市、中核市の皆様方には、本事業に関して、地方公共団体

の業務の紹介、意見交換及び視察先の紹介・調整など様々な協力をいただいていると

ころですが、引き続きご協力をお願いいたします。



  

 
 

人身取引事案の取扱方法（被害者の認知に関する措置）について 

 

平 成 2 2 年 ６ 月 2 3 日  

人身取引対策に関する関係省庁連絡会議申合せ  

 

人身取引は、重大な人権侵害であり、人道的観点からも迅速・的確な対応を求められて

いる。これは、人身取引が、その被害者に対して深刻な精神的・肉体的苦痛をもたらし、

その損害の回復は非常に困難だからである。 

近年、ブローカー等が被害者を偽装結婚させるなどして就労に制限のない在留資格を取

得させるなど、人身取引の手口はより巧妙化・潜在化してきているとの指摘もあり、関係

行政機関においては、潜在化している可能性のある人身取引事案をより積極的に把握し、

その撲滅と被害者の適切な保護を推進する必要がある。そのためには、このような事案に

最初に接する可能性の高い関係機関の職員が、人身取引の問題について十分に理解し、そ

の被害者に該当する可能性のある者に適切に対応することが重要である。 

これらを踏まえ、人身取引対策行動計画 2009（平成 21 年 12 月 22 日犯罪対策閣僚会議

決定）に基づき、人身取引事案の取扱方法のうち被害者の認知に関して、人身取引の定義

及びこれに基づく被害者認知のための着眼点、並びに関係行政機関において講ずべき措置

について整理し、あわせて、人身取引対策に携わる関係機関、団体等における活動の参考

に供するため、別紙のとおり、「人身取引事案の取扱方法（被害者の認知に関する措置）」

を取りまとめた。 

関係省庁においては、今後、別紙に示す事項が実施され、その実効が上がるよう、関係

職員に対する十分な周知を図るなど必要な措置を講ずることとする。その際、一人でも多

くの人身取引被害者を保護するため、関係機関において被害者に該当する可能性がある者

を認知した場合には、できるだけ幅広く保護を念頭に置いた措置を講ずることとする。ま

た、当初人身取引被害者に該当する可能性があると思われた者が後に該当しないと判明し

た場合においても、その者が置かれている状況やその者の人権に十分配慮して取り扱うこ

ととする。 

なお、別紙は、現行の法制度に基づき関係行政機関において現在実施されている人身取

引被害者の保護施策を基本として、関係機関に適切な取扱いの周知を図り、認識を共有す

ることによって、全国における取扱いの適正を図るために作成したものである。関係省庁

においては、今後、人身取引被害者の把握を一層促進し、被害者の適切な保護を図るため、

人身取引対策行動計画 2009 に基づき、被害者側から関係機関への申出、相談等を促すため

の施策の充実、被害者に該当する可能性のある者が把握された後の対応の在り方、手続等

1



  

 
 

を含む人身取引事案の取扱方法についての体系的な整理、被害者保護施策の更なる充実等

を推進することとする。また、これらを踏まえ、必要に応じて別紙の見直しを行うことと

する。 
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人身取引事案の取扱方法（被害者の認知に関する措置） 

 

１ 人身取引の定義と被害者認知のための着眼点 

  「国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約を補足する人（特に女性及び児童）

の取引を防止し、抑止し及び処罰するための議定書」第３条は、「人身取引」の定義を次

のとおり定めている。 

  

 第３条 

(a) 「人身取引」とは、搾取の目的で、暴力その他の形態の強制力による脅迫若しく

はその行使、誘拐、詐欺、欺もう、権力の濫用若しくはぜい弱な立場に乗ずること

又は他の者を支配下に置く者の同意を得る目的で行われる金銭若しくは利益の授受

の手段を用いて、人を獲得し、輸送し、引き渡し、蔵匿し、又は収受することをい

う。搾取には、少なくとも、他の者を売春させて搾取することその他の形態の性的

搾取、強制的な労働若しくは役務の提供、奴隷化若しくはこれに類する行為、隷属

又は臓器の摘出を含める。 

(b) (a)に規定する手段が用いられた場合には、人身取引の被害者が(a)に規定する搾

取について同意しているか否かを問わない。 

(c) 搾取の目的で児童を獲得し、輸送し、引き渡し、蔵匿し、又は収受することは、

(a)に規定するいずれの手段が用いられない場合であっても、人身取引とみなされる。 

(d) 「児童」とは、十八歳未満のすべての者をいう。 

 

この定義に従い、人身取引被害者を認知するためには、ある者が以下の点に該当する

か否かに着眼する必要がある。 

 

(1) 加害者の行為 

 その者が獲得、輸送、引渡し、蔵匿（対象者にその発見を妨げる場所を提供するこ

と。）又は収受の対象とされたか否か。 

（注）いずれかで足り、すべての対象とされることを要さない。(2)及び(3)につい

ても同様。また、定義からも明らかなように、刑法第 226 条の２に規定する人

身売買罪が適用される行為に限らず、より幅広い行為が人身取引に該当する。 

(2) 手段 

   (1)の行為が、次のいずれかの手段によってなされたか否か。 

・ 暴力その他の形態の強制力による脅迫又はその行使 

（注）「暴力」とは、他人の身体に対する有形力の行使をいい、「その他の形態の強

制力」とは、他人の身体に対する物理力の行使によらずにその者の意思を制圧

する一切の行為をいう。「暴力その他の形態の強制力による脅迫」とは、こうし

た暴力又は強制力を相手方に及ぼす旨を告知することをいう。 

・ 誘拐、詐欺又は欺もう（嘘を付いて相手方を錯誤に陥らせることや、甘言を用

いるなどして相手の正当な判断を誤らせること。） 

・ 権力の濫用、ぜい弱な立場に乗ずること（組織の中の上下関係、親子関係等、  

自己の法的若しくは事実上の地位又は被害者とのこうした地位の差を利用して、

不法に有形力を行使し、又は害悪を告知するなどしながら、従わざるを得ない状

態の被害者を意のままにすること。） 

別紙 
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・ 他の者を支配下に置く者の同意を得る目的で行われる金銭又は利益の授受（債

務免除、財物との交換の類も含まれる。） 

(3) 目的 

 (1)の行為が、搾取を目的としてなされたか否か。搾取には、少なくとも次のものが

含まれる。 

・ その者に売春をさせること等による性的搾取（①他の者に売春や売春以外の性

交等をさせることにより、自己又は他人に財産上の利益を得させること、又は、

②自己又は第三者において、当該対象者に対し、その者の意思に反し、性交等を

行うこと。） 

 （注）「性交等」とは、性交に加え、性交類似行為、性器を触り又は触らせること

等をいい、売春以外の性交等として、特定の者との性交等や対償を受けない性交

等が挙げられる。 

・ 強制的な労働又は役務の提供（暴行、脅迫、監禁その他精神又は身体の自由を

不当に拘束する手段によって、労働者の意思に反して労働又は役務を強制するこ

と。） 

 （注）ここにいう労働又は役務は、社会通念上、一般に対価の支払いが要求され

るものを指す。 

・ 奴隷化若しくはこれに類する行為又は隷属（他の者に完全に従属し、当該他の

者の意のままに労役その他の役務を提供させること。） 

・ 臓器の摘出（営利の目的や生命又は身体に害を加える目的をもって、心臓、肺

等の内臓又は眼球を摘出すること。） 

(4) その他の考慮事項 

・ (2)に挙げた手段が用いられた場合、被害者が(3)の目的となる搾取について同

意しているか否かを問わない。 

・ 対象者が児童（18 歳未満の者をいう。）である場合には、(2)のいずれの手段が

用いられない場合であっても、人身取引被害者に該当する。 

 

２ 平素からの措置 

  各行政機関においては、人身取引被害者又はそれに該当する可能性がある者を認知し

た際に、関係機関間で相互の連携協力が円滑に図られるよう、平素から、 

① 人身取引対策に係る関係機関の連絡窓口を確認するとともに、窓口担当者等の変更

があった場合には直ちに関係機関に連絡する 

② 人身取引被害者やその関係者に接する可能性のある職員に、人身取引被害者認知の

ための着眼点及び人身取引被害者に該当する可能性のある者を認知した際に採るべき

措置を周知する 

など、必要な措置を講ずる。 

なお、各行政機関においては、人身取引事案に対して別添のとおり対応することとさ

れている。 

 

３ 各種窓口における対応 

(1) 警察、入国管理局、法務局、婦人相談所、児童相談所、労働基準監督署、外務本省

等の関係機関の各種窓口においては、例えば、相談者等が外国人である場合には母国

語により対応し、女性である場合には女性職員が対応し、相談者等のプライバシー等
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に十分配慮するなど、相談者等が相談しやすい環境をつくり、人身取引被害者の認知・

把握に努める。 

(2) 関係機関の各種窓口において、犯罪の被害に関する相談、外国人の人権侵害、生活

上のトラブル等に関する相談等を受けた場合において、相談内容等から総合的に判断

して、人身取引被害者が存在する可能性があると考えられる場合には、(3)以下のとお

り、関係機関が連携して人身取引被害者を保護するための措置を講ずる。 

(3) 当該相談に係る者等が、人身取引被害者又はそれに該当する可能性がある者と判断

される場合には、その者を保護することを念頭に置き、必要に応じて警察、入国管理

局、海上保安庁、婦人相談所（相手方が女性の場合に限る。以下同じ。）及び児童相談

所（相手方が児童の場合に限る。以下同じ。）に速やかに通報又は連絡し、より専門的

な判断を求めるなど、相互に連携の上、対応する。この際、人身取引被害者の円滑な

保護を図るため、関係機関間で相互に十分な情報共有を図る。 

(4) 通報又は連絡を受けた警察、入国管理局、海上保安庁、婦人相談所及び児童相談所

は、当該通報又は連絡に係る者が人身取引被害者である場合においては、相互に連携

の上、当該人身取引被害者を保護するとともに、潜在している人身取引被害者の早期

発見に努め、人身取引被害者の安全を確保する。この際、これらの関係機関は相互に

情報の共有を図り、それぞれの機関の対応に齟齬が生じることのないように留意する。 

(5) 関係機関は、人身取引被害者等が民間シェルター等に保護されている場合は、被害

者の所在が明らかになり被害者等に危険が及ぶ可能性が生じないように、細心の注意

を払う。 

 

４ 取締り過程における被害者の発見 

(1) 警察、入国管理局、海上保安庁、労働基準監督署等において、不法入国・不法在留

事犯、風俗関係事犯、売春事犯、児童買春・児童ポルノ事犯等又は外国人に係る労働

基準法等違反事案を取り扱う際には、人身取引被害者が潜在している可能性があるこ

とを考慮した上、例えば、当事者が外国人である場合には母国語により対応し、女性

である場合には女性職員が対応するなど、被害者が被害申告をしやすい状況をつくり、

人身取引事犯の早期発見に努める。 

(2) 当該事案の当事者又は関係者が人身取引被害者又はそれに該当する可能性がある者

と判断される場合には、同人を保護することを念頭に置き、当事者の意向も踏まえつ

つ、警察、入国管理局、海上保安庁、婦人相談所及び児童相談所に必要に応じて速や

かに通報又は連絡し、相互に連携の上、対応する。この際、人身取引被害者の円滑な

保護を図るため、関係機関間で相互に十分な情報共有を図る。 

(3) 通報又は連絡を受けた警察、入国管理局、海上保安庁、婦人相談所及び児童相談所

は、当該通報又は連絡に係る者が人身取引被害者である場合においては、相互に連携

の上、当該人身取引被害者を保護するとともに、潜在している人身取引被害者の早期

発見に努め、人身取引被害者の安全を確保する。この際、これらの関係機関は相互に

情報の共有を図り、それぞれの機関の対応に齟齬が生じることのないように留意する。 

 

５ 新たに明らかになった被害者への対応 

各種窓口や取締り過程において人身取引被害者を発見した場合であって、保護した被

害者及び関係者からの情報等を基に他の被害者の存在が明らかになったときには、３又

は４の手順に沿って、関係行政機関が協力し速やかに対応する。 
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各行政機関における人身取引事案への対応 

 

≪警察≫ 

 ・ 各種窓口における対応 

   警察署、交番等において、人身取引被害者やその関係者からの相談や保護要請があ

った場合に積極的かつ適切に対応する。 

 

 ・ 取締り過程における被害者の発見 

   各種法令違反の取締り過程において、人身取引事犯の発見に努める。 

 

 ・ 被害者の保護 

   人身取引被害者を認知した際には、必要に応じて入国管理局、婦人相談所等に通報

又は連絡の上、相互に連携して適切な保護措置を講ずる。 

 

 ・ 被害者の安全確保 

   被害者の安全確保、二次的被害の防止・軽減等を図るため、被害者からの相談への

対応及び事情聴取場所の配慮等を行う。 

 

 ・ 被害者としての立場への配慮 

   被害者に対して、保護施策の周知及び在留特別許可等の法的手続に関する十分な説

明を行うとともに、可能な範囲で今後の捜査について説明を行う。また、被害者が犯

した犯罪が人身取引被害の一環として同取引に付随して行われたものである場合には、

以後の捜査の状況を勘案しつつ、被害者としての立場に十分配慮した措置に努める。 

 

≪海上保安庁≫ 

 ・ 各種窓口における対応 

   海上保安部等において、人身取引被害者やその関係者からの相談や保護要請があっ

た場合に積極的かつ適切に対応する。 

 

 ・ 取締り過程における被害者の発見 

   各種法令違反の取締り過程において、人身取引事犯の発見に努める。 

 

 ・ 被害者の保護 

   人身取引被害者を認知した際には、必要に応じて警察、入国管理局、婦人相談所等

に通報又は連絡の上、相互に連携して適切な保護措置を講ずる。 

 

 ・ 被害者の安全確保 

   被害者の安全確保、二次的被害の防止・軽減等を図るため、被害者からの相談への

対応及び事情聴取場所の配慮等を行う。 

 

 ・ 被害者としての立場への配慮 

   被害者に対して、保護施策の周知及び在留特別許可等の法的手続に関する十分な説

明を行うとともに、可能な範囲で今後の捜査について説明を行う。また、被害者が犯

別添 
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した犯罪が人身取引被害の一環として同取引に付随して行われたものである場合には、

以後の捜査の状況を勘案しつつ、被害者としての立場に十分配慮した措置に努める。 

 

≪検察≫ 

 ・ 各種窓口における対応 

   地方検察庁等において、人身取引被害者やその関係者から相談や保護要請があった

場合に積極的かつ適切に対応する。 

 

 ・ 取締り過程における被害者の発見 

   各種法令違反の取締り過程において、人身取引事犯の発見に努める。 

 

 ・ 被害者の保護 

   人身取引被害者を認知した際には、被害者が悪質な雇用主、ブローカー等から危害

を加えられるおそれが強いこと等を踏まえ、必要に応じて警察や入国管理局への通報

を行うほか、関係行政機関と相互に連携して適切な保護措置を講ずる。 

 

 ・ 被害者の安全確保 

   被害者の安全確保、二次的被害の防止・軽減等を図るため、被害者からの相談への

対応及び事情聴取場所の配慮、被害者等通知制度による情報の提供等を行うとともに、

公判手続における遮へい措置、ビデオリンク方式による証人尋問等人身取引被害者の

立場や心情に配慮した手続が実現されるように努める。 

 

 ・ 被害者としての立場への配慮 

   被害者に対して、保護施策の周知及び在留特別許可等の法的手続に関する十分な説

明を行うとともに、可能な範囲で今後の捜査について説明を行う。また、被害者が犯

した犯罪が人身取引被害の一環として同取引に付随して行われたものである場合には、

以後の捜査の状況を勘案しつつ、被害者としての立場に十分配慮した措置に努める。 

 

≪入国管理局≫ 

 ・ 各種窓口における対応 

   入国管理局において、人身取引被害者やその関係者から相談や保護要請があった場

合に積極的かつ適切に対応する。 

 

 ・ 取締り過程における被害者の発見 

   入管法違反事案の取締り過程において、人身取引事犯の発見に努める。 

 

 ・ 被害者の保護・支援 

   人身取引被害者を認知した際には、必要に応じて警察、婦人相談所等に通報又は連

絡の上、相互に連携して適切な保護措置を講ずる。また、在日外国公館、ＩＯＭ（国

際移住機関）等との連携確保に努め、被害者の旅券発給等の保護措置について協力を

求める。 

 

 ・ 被害者の安全確保 
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   被害者の安全確保、二次的被害の防止・軽減等を図るため、被害者からの相談への

対応及び事情聴取場所の配慮等を行う。 

 

 ・ 被害者としての立場への配慮 

   被害者に対して、保護施策の周知及び在留特別許可等の法的手続に関する十分な説

明を行う。 

 

 ・ 被害者の法的地位の安定 

   被害者の立場を十分考慮しながら、被害者の希望等を踏まえ、被害者が正規在留者

である場合には、在留期間の更新や在留資格の変更を許可し、被害者が不法在留等の

入管法違反状態にある場合には、在留特別許可を行って、法的地位の安定を図る。 

 

≪婦人相談所・児童相談所≫ 

 ・ 各種窓口における対応 

   婦人相談所又は児童相談所において、人身取引被害者やその関係者から相談や保護

要請があった場合に積極的かつ適切に対応する。 

 

 ・ 被害者の保護 

   関係行政機関から人身取引被害者の保護要請を受け、又は、自ら人身取引被害者を

認知した際に、被害者が悪質な雇用主、ブローカー等から危害を加えられるおそれが

強いこと等を踏まえ、被害者本人に対して各関係機関の役割について説明し、連絡の

必要性について了承を得た上で、必要に応じて警察や入国管理局への通報を行うほか、

関係行政機関と相互に連携して適切な保護措置を講ずる。 

 

 ・ 婦人相談所等における保護、援助等の実施 

婦人相談所において、関係行政機関、在京大使館、ＩＯＭ及びＮＧＯとの連携確保

に努め、被害女性に対する衣食住の提供、夜間警備体制の整備のほか、被害者の状況

に応じ保護中の支援の充実を図る。なお、被害者が児童である場合には、必要に応じ

て、児童相談所と連携して適切な保護措置を講ずる。また、より適切な保護が見込ま

れる場合には、民間シェルター等への一時保護委託を実施する。 

 

≪労働行政関係機関≫ 

 ・ 各種窓口における対応 

   労働基準監督署等において、人身取引被害者やその関係者から相談や保護要請があ

った場合に積極的かつ適切に対応する。 

 

 ・ 取締り過程における被害者の発見 

   外国人に係る労働基準法等違反事案の取締り過程において、人身取引事犯の発見に

努める。 

 

 ・ 被害者の保護 

   人身取引被害者を認知した際には、被害者が悪質な雇用主、ブローカー等から危害

を加えられるおそれが強いこと等を踏まえ、必要に応じて警察や入国管理局への通報
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を行うほか、関係行政機関と相互に連携して適切な保護措置を講ずる。 

 

≪その他関係行政機関≫ 

 ・ 各種窓口における対応 

   各種窓口において、人身取引被害者やその関係者から相談や保護要請があった場合

に積極的かつ適切に対応する。 

 

 ・ 被害者の保護 

   人身取引被害者を認知した際には、被害者が悪質な雇用主、ブローカー等から危害

を加えられるおそれが強いこと等を踏まえ、必要に応じて警察や入国管理局への通報

を行うほか、関係行政機関と相互に連携して適切な保護措置を講ずる。 
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⇒ 内外からの指摘を踏まえ、人身取引を取り巻く情勢に真摯に対応する必要

人身取引対策行動計画２００９の概要

現行計画（平成16年12月策定）
在留資格「興行」に係る上陸許可基準の見直し、人身売買罪の創設、取締りの徹底、被害者への在留特別許可の付与を可能とする入管法の改正
等各種施策を着実に実施 ⇒ 我が国の人身取引対策は大きく前進（人身取引事犯の減少、適切な被害者保護等）

国内情勢
被害者の在留資格について、「日本人の配偶者等」の割合が増加
するなど、人身取引手口が巧妙化・潜在化しているとの指摘

国際的な関心の高さ
国連特別報告者の見解
「日本が多くの人身取引被害者の目的地国となっている」

人身取引の実態把握の徹底

総合的・包括的な人身取引対策

１ 人身取引の防止
（１） 潜在的被害者の入国防止

○ 出入国管理の強化
○ 偽変造文書対策の強化

（２） 在留管理の徹底を通じた人身取引の防止
○ 厳格な在留管理による偽装滞在・不法滞在を伴う人身取引事犯
の防止

○ 不法就労対策を通じた人身取引の防止（※）

２ 人身取引の撲滅
（１） 取締りの徹底

○ 人身取引事犯の取締りの徹底
○ 売春事犯等の取締りの徹底
○ 児童の性的搾取に対する厳正な対応
○ 悪質な雇用主、ブローカー等の取締りの徹底（※）

（２） 国境を越えた犯罪の取締り
○ 外国関係機関との連携強化
○ 国際捜査共助の充実化３ 人身取引被害者の保護

（１） 被害者の認知
○ 潜在的被害者に対する被害者保護施策の周知
○ 取締り過程における被害者の発見（※）

（２） 被害者保護の徹底
○ 被害者としての立場への配慮
○ 被害者の法的地位の安定

（３） シェルターの提供と支援
○ 婦人相談所における母国語による通訳サービス
○ 被害者に対する法的援助に関する周知等

（４） 被害者保護施策の更なる充実
○ 中長期的な保護施策に関する検討等
○ 男性被害者等の保護施策に関する検討

（５） 帰国支援の推進
○ 被害者の帰国に際しての安全確認の実施

４ 人身取引対策の総合的・包括的推進のための基盤整備
（１） 国際的取組への参画

○ 人身取引議定書の締結
（２） 国民等の理解と協力の確保

○ 人身取引に関連する行為を規制する法令の遵守の促進等
○ 性的搾取の需要側への啓発

（３） 人身取引対策の推進体制の強化
○ 関係行政機関職員の知識・意識の向上
○ 関係行政機関の連携強化・情報交換の推進
○ 外国人施策の推進・検討のための枠組みとの連携

注：赤字は、新規に講ずる施策。※については、現行計画にも盛り込まれているが、内容の見直しを行ったもの。




